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１．平成１４年度決算の概要
（１） 資金収支決算の概要
表１～３に平成１４年度の決算諸表す
なわち資金収支計算書、消費収支計算
書および貸借対照表を示しています。
資金収支計算書は企業会計で言う資

金繰り表であり、当該会計年度の諸活
動に対する全ての収入、支出の内容お
よび顛末を明らかにしたものです。
左欄の収入の部を見ますと、予算に

対して減額となっているのは「手数料
収入」と「借入金等収入」であり、他
の科目はいずれも予算比増となってい
ます。収入の部において概ねの科目で
決算数値が予算数値を上回るのは予算
が安全性の原則すなわち実現可能な収
入以外は計上しないことを原則に作成
されているからです。
「手数料収入」の９２％は入学検定料
収入ですが、前年度比で４３００万円の減
少は大学での受験生減少分（３８００万円）
を主因としています。「借入金等収入」
が減少しているのは校舎建設経費に要
する借入れ予定額が当初予定を下回っ
たことによります。また、予算に対し
て大幅増となっているものに、「資産売
却収入」と「その他の収入」がありま
す。これらは何れも有価証券の銘柄変

更に伴う売却収入ですが、「その他の収
入」は帰属収入（負債とならない収入）
には含まれない退職給与引当および減
価償却引当の特定資産に係わるもので
す。なお、これらは有価証券買い替えの
売却分ですから、購入分は右欄支出の
部の資産運用支出に計上されています。
以上のことから、当該年度の資金収

入の計は３３１億３１００万円であり、前年度
からの繰越支払資金９３億５５００万円と合
わせて合計４２４億８６００万円となります。
続いて、右欄の支出の部より、「人件

費支出」が９１億６７００万円、予算費２億
３３００万円の増、前年度比１億４００万円の
増となっていますが、これは退職者が
当初予定を上回ったことによる退職金
支出の増加に起因しています。予算に
対して大幅な増加となった科目に「資
産運用支出」がありますが、これは収
入の部で述べた有価証券の持ち替え分
に現金預金から短期運用として購入し
た有価証券分を追加したものになって
います。また、学生生徒の教育活動の
推進に供される「教育研究経費支出」
および主として「教育研究用機器備品
支出」他よりなる「設備関係支出」は
予算比増となっています。これらの科
目は教学実践、教育環境の整備・充実
および研究活動の推進に係わる部分で

あり、教育研究が効果的に推進される
よう優先的に配慮されている支出科目
です。
以上のことから、当該年度の資金支

出は３３９億７４００万円、資金収支は８億４３００
万円の支出超過となり、前年度からの
繰越支払資金９３億５５００万円を合わせて、
次年度に８５億１２００万円を繰越すことと
なります。
（２） 消費収支決算の概要
表２に消費収支決算を示しています。
消費収支計算書は企業会計で言う損益
計算書であり、当該年度の営業成績を
表し、経営状態を把握するために最も
重要な指標です。資金収支には借入金
収入・返済等も含まれていますが、本
計算書には負債となる収入の借入金や
預り金は含まれず、また支払資金では
ないが純財産を減少させる退職給与引
当金繰入額、減価償却額等が記載され
ることから、こうした点が資金収支と
は異なり、より厳密に当該年度の収支
を記述しています。
資金収支と相違する点を述べますと、
収入の部で「寄付金収入」では現物寄
付が金額換算して加算され、「資産売却
差額」では売却益が記載されています。
支出の部の「資産処分差額」は備品除
去損が記載されています。

当年度「帰属収入合計」すなわち負
債とならない収入の合計は１８０億６０００万
円であり、予算比では１３億１２００万円の
増となっていますが、前年度決算比で
みると９億３６００万円の減となっていま
す。「帰属収入合計」が前年度比で約９
億円の減となった主因は「学納金」の
減少にあります。これは第２次ベビー
ブームへの対応策として、本学は当時
の文部省の要請に応じて多数の期限付
き定員増を保持していました。少子化
を迎えている中、期限付き定員増の役
割は終了し、平成１２年度から平成１６年
度の５年間に亘って、これの５０％削減
を年次的に進めており、これにより学
則収容定員が減少したことによります。
「帰属収入合計」から「基本金組入

額合計」を差し引いた分が「消費収入
の部合計」として、当該年度に費消し
得る金額となります。「基本金組入れ額
合計」とは当該年度における基本財産
すなわち学校運営に必要な施設設備の
取得に要する経費のことです。ただし、
除去分は差引しています。平成１４年度
の「基本金組入れ額合計」は決算とし
て２４億８２００万円となりました。その内
訳は土地関係で２億５０００万円、建物新
築・改修関係で１５億２０００万円、構築物
で３億円、教育研究用機器備品で３億
４０００万円、その他の機器備品で４０００万
円、図書で４０００万円となっています。
「基本金組入れ額合計」とは上に述べ
ましたように学校の運営に必要な土地
・建物および教育研究に必要な機器備
品の購入経費であり、予め確保してお
く必要があります。したがって、「帰属
収入合計」から「基本金組入額合計」
を差し引いたものが当該年度に費消し
得る金額となり、これを「消費収入の
部合計」と呼び、その額は１５５億７８００万
円となります。
ここで、基本金について簡潔に説明

しておきます。上で述べたように、負
債とならない収入すなわち「帰属収入」
から基本財産取得に要する経費である
「基本金組入れ額」を差し引いたもの
を「消費収入」とし、これが「消費支
出」に回されます。「消費支出」とは当
該会計年度に費消される人件費、消耗
品費、光熱水費および修繕費等からな
り、年度内に使い切られてしまうもの
を表します。したがって、学校運営を
行うに必要な施設、設備の取得を行う
ためには、予め「帰属収入」から「基
本金組入れ額」を控除し、「消費支出」
に回せる金額を「消費収入」として準
備しておく必要があります。
基本金は、�１号基本金：取得した

固定資産の価額、�２号基本金：将来
取得する固定資産の取得に充てる金銭
その他の資産の額、�３号基本金：基
金として運用する金銭その他の資産の
額、および�４号基本金：恒常的に保
持すべき資金で文部科学大臣の定める
額の４種類からなりますが、本学園は
現在２号および３号基本金は準備して
おりません。
学校教育を円滑に遂行するため、基

本財産の取得は計画的に行われるべき
ものです。この為には年次的な事業計
画を策定し、先行組入れとなる２号基

本金の組入れを計画的に行い、これの
蓄積を待って資産の取得を行うことが
理想的です。現在、理事長諮問機関「全
学キャンパス構想委員会」において、
特に大学工学部５学科、短期大学部お
よび大阪桐蔭中学・高等学校が共存す
る東部キャンパス整備計画を中心にし
て本年度中の答申作成を目指して全学
的に協議が行われており、これに基づ
き今後のキャンパス計画が進められよ
うとしています。多額の経費を要する
建物建設等キャンパスの整備を円滑に
進めるには、併せて財政計画を立てて
いく必要があり、財政基盤の強化が要
請されるところです。
右欄に示す「消費支出の部合計」は

約１６４億６００万円であり、予算比で９億
７５００万円の増、前年度決算比で約２億
６９００万円の減となりました。このよう
に消費支出が予算比増となった要因は
前述の人件費での退職金支出の増加の
ほか、教育研究経費および管理経費に
おいて平成１４年度より建物の耐用年数
が１０年間短縮されたことによる減価償
却額の増加、および「資産処分差額」
では固定資産処分差額の内の備品除去
損（備品廃棄）の増であります。
以上のことより、平成１４年度の消費

収支は８億２８００万円の支出超過となり
ますが、これは予め準備していた準備
金取崩額と相殺され、「前年度繰越消費
支出超過額」４億８５００万円とほぼ同等
の５億１３００万円を翌年度に消費支出超
過額として繰越すこととなります。
消費収支決算より、帰属収入に対す

る各科目の構成比率を見ていきますと、
先ず収入の部で学生生徒納付金比率は
７７．５％、補助金比率は１４．２％であり、
これら二者で帰属収入の約９２％となり、
とりわけ学納金収入が私学経営の根幹
であることが明白です。冒頭に述べま
したように、納付金は教育成果に対す
る反対給付すなわち対価であり、平易
に言えば、学校は教育成果という商品
を前払いで買って頂いていることにな
ります。したがって、私学経営の根幹と
なる納付金の安定的確保のためには教
育成果の質の向上に最大の努力を払う
必要があります。教育成果は卒業後の
進路、すなわち就職もしくは大学院進
学等で具体的に把握、評価されるもの
であり、就職率および就職質の双方に
おいて卒業生に満足度の高い進路を提
供できるよう就職センターを中心に様々
な努力を展開しているところです。就
職活動を円滑に進めるには大学におけ
る４年間の修学期間での教育サービス
のあり方が重要であり、これについて
は徹底的な点検を行い、教育内容およ
び教育方法の改善について不断の努力
を行っています。また、修学支援シス
テムとして修学アドバイザー制の機能
強化についても取組みを行っています。
本学園の寄付金収入比率は１％であ

り、平成１３年度決算での全国平均２．２％
を下回っています。大阪産業大学は関
西における産官学連携のパイオニアた
ることを標榜し、大東市、東大阪市等
地場産業との連携を強化すると共に、
大学発ベンチャーにも力を入れ、既に
出資会社を３社保有しております。併
せて、関西経済の活性化に資すること
を目的として、非営利団体：NPO「オ
ーエスユー・アジア環境技術・先端技
術交流支援センター」を立ち上げ、本
学のスポンサーシップの下で運営が開
始されています。このように産業社会
への貢献を積極的に展開していますが、
依然として寄付金吸収能力は十分では
ありません。寄付金のみならず、外部
資金の導入成果は大学の社会的貢献度
およびアクティビティを計る目安とな
ります。文部科学省からの科学研究費
補助金、経済産業省はじめ各種の公的

（裏面につづく）

教育研究機関の経営母体である学校法人は教育による人材育成および産業社
会への貢献として研究活動を行う非営利事業すなわち公益事業を行う組織です。
学校法人は営利事業法人のように収益を持って費用を回収するという考えでは
なく、年々の学校運営に必要な費用を先ず想定し、これに見合う収入を確保す
ると言う考えに立って経営が行われています。学校法人大阪産業大学は、大阪
産業大学、同短期大学部、大阪産業大学附属中学・高等学校および大阪桐蔭中
学・高等学校、歯科衛生士学院専門学校、計７校の管理運営に責任を負ってい
ます。
各学校の教育研究活動の充実発展、教育研究機関としての資質向上を常に念

頭に置いて毎年の予算立案を行います。収入の大半は学生生徒等納付金（以下、
学納金と略す）収入ですが、この納付金は学生生徒が学校より受ける利益（教
育成果）に対する反対給付すなわち対価であり、したがって、安定した学納金

収入を得ようとすれば、学校の教職員には教育成果向上の為の研鑚が常々要求
され、目に見える教育成果を提供し続けることが必要です。少子化が進行する
中、既成の枠を飛び越えたより積極的な貢献が要請されています。
当該年度の予算の執行結果は決算としてまとめられ、収入・支出の様子およ

び資産の状態が把握されます。
平成１５年度予算は平成１４年度内に学園評議員会および理事会で審議決定され、

平成１４年度決算は会計年度の終了後２ヶ月以内、すなわち平成１５年度に入って
から報告が行われ、監査法人による監査報告書を添付して、所轄庁（文部科学
省および大阪府）に届け出ることとなっています。
ここでは、上に述べた審議の順序とは逆になりますが、先ず平成１４年度決算

の概略を、続いて平成１５年度予算の骨子に付いて簡潔に説明を行います。

平成１４年度 決算の概要
学校法人 大阪産業大学
（学園各学校の総計）

資 金 収 支 計 算 書（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） （単位：百万円）

支出の部
差異
△２３３
△１１
△１４３
６
２８

１，３６６
△１１７

△１０，８３９
△２３５
４２１

１，０５２
△８，７０５

�表１�

決算
９，１６７
３，４７２
１，３１８
１０３
１，０４７
２，３０６
８７２

１４，１５５
２，５９４
△１，０６０

８，５１２
４２，４８６

予算
８，９３４
３，４６１
１，１７５
１０９
１，０７５
３，６７２
７５５
３，３１６
２，３５９
△６３９

９，５６４
３３，７８１

科 目
人件費支出
教育研究経費支出
管理経費支出
借入金等利息支出
借入金等返済支出
施設関係支出
設備関係支出
資産運用支出
その他の支出
資金支出調整勘定

次年度繰越支払資金
支出の部合計

収入の部
差異
△３７０
１８

△１０２
△５７６
△１９５
△４，４２２
△２２
△１２２
１，１００
△４０

△４，１７８
２０４
０

△８，７０５

決算
１４，００４
４１１
１６４
２，５５８
４９５
８，４２２
１３１
２４３
１，０００
３，６７０
６，２５１
△４，２１８
９，３５５
４２，４８６

予算
１３，６３４
４２９
６２

１，９８２
３００
４，０００
１０９
１２１
２，１００
３，６３０
２，０７３
△４，０１４
９，３５５
３３，７８１

科 目
学生生徒等納付金収入
手数料収入
寄付金収入
補助金収入
資産運用収入
資産売却収入
事業収入
雑収入
借入金等収入
前受金収入
その他の収入
資金収入調整勘定
前年度繰越支払資金
収入の部合計

消 費 収 支 計 算 書（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） （単位：百万円）
消費支出の部

差異
△２２１

（△１１２）
△２９４

（△２８３）
△１８１
（△３８）

６
△２８６
１

△９７５

△４４５

△１，４２０
�表２�

決算
９，２５５
（２６２）
５，２５０

（１，７７８）
１，４６２
（１４４）
１０３
３３６
０

１６，４０６

△５１３

１５，８９３

予算
９，０３４
（１５０）
４，９５６

（１，４９５）
１，２８１
（１０６）
１０９
５０
１

１５，４３１

△９５８

１４，４７３

科 目
人件費
（内、退職給与引当金繰入額）
教育研究経費
（内、減価償却額）
管理経費
（内、減価償却額）
借入金等利息
資産処分差額
徴収不能額

消費支出の部合計

翌年度
繰越消費収入超過額

支出の部合計

消費収入の部
差異
△３７０
１８

△１２６
△５７７
△１９４
８１
△２２
△１２２
△１，３１２
△１０８
△１，４２０

０

０

△１，４２０

決算
１４，００４
４１１
１９８
２，５５９
４９５
１９
１３１
２４３

１８，０６０
△２，４８２
１５，５７８

８００

△４８５

１５，８９３

予算
１３，６３４
４２９
７２

１，９８２
３０１
１００
１０９
１２１

１６，７４８
△２，５９０
１４，１５８

８００

△４８５

１４，４７３

科 目
学生生徒等納付金
手数料
寄付金
補助金
資産運用収入
資産売却差額
事業収入
雑収入
帰属収入合計
基本金組入額合計
消費収入の部合計
平成１４年度消費支出
準備金取崩額

前年度繰越
消費収入超過額
収入の部合計

平成１４年度決算および平成１５年度予算について
常務理事・事務局長 中山 英明

2003年7月1日OSAKA SANGYO UNIVERSITY


